
（１）世界の「幸福度」指標の取組

　国民の幸福度の改善あるいは経済社会の進歩は、

世界各国の政府にとっての重要な目標であり、そ

れを測る指標の開発には、様々な国際機関、政府、

自治体などで幅広く取り組まれてきた。

①ＯＥＣＤ

　経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）は、２０１１年１０月、

ＯＥＣＤ加盟国を含む世界４０カ国を対象に調査した

人々の生活や幸福に関する報告書「�������	
��」

を２０１２年に発表するとともに、���������	��
����

（より良い暮らし指標）により各国の幸福度を比

較できるようにした（図表１）。

　この「�������	
��」を支えるフレームワークは、

～豊かさと地域社会の持続可能性～
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人々の幸福度を理解し、測定するためのもので、

①物質的生活状況、②生活の質、③持続可能性の

３つの柱で構成されている。
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　熊本地震からやがて２年を迎えようとする現在、熊本県内の経済は復興需要を背景に回復が進んでいる状

況である。熊本県政においては、「熊本復旧・復興４カ年計画」に基づき、熊本の創造的復興へ向けた様々な

施策が取り組まれている。県政の基本理念である「県民総幸福量の最大化」という考え方は全国でも先駆的な

試みであるが、本レポートでは、人々の「豊かさ」「幸福度」を図る指標分析事例に触れ、熊本県内市町村に

とっての「豊かさ」「地域特性」について、経済指標・社会指標を用いて比較分析を行う。

はじめに

【要約】

 １ ．「豊かさ」「幸福度」指標分析の歩みについて

　�経済成長（ＧＤＰ）のみによらない、生活者視点の「幸福度」指標が世界的に取組まれており、熊本県で

も全国では先駆的な取組を実施している。

 ２ ．地域社会の持続可能性１１重要要素での市町村比較

　�重要要素における各種指標にて市町村の特性を比較すると、各々の強みなどがわかる。地域の強みを伸

ばし、弱みを改善していくことが、生活者にとっての「幸福度」を高めることにつながるのではないだ

ろうか。

 ３ ．人口指標から見える各市町村の姿

　�地域の年齢構造指数（幼少人口指数、老年人口指数）では、自治体共通の課題である少子高齢化等の状

況を掴むことができ、合計特殊出生率や女性の就業率等からは子育てと就業のしやすさの違いなどが窺

える。

�国民の「豊かさ」「幸福度」については、世界各国で研究が進められており、これまでの経済成長（ＧＤＰ）の

みによらない、生活者視点の「幸福度」指標が議論されている。

�主観的な幸福感と併せて客観的な経済指標・社会指標の取入れが図られている。

1．「豊かさ」「幸福度」指標分析の歩みについて

図表１　ＯＥＣＤのBetter Life Index

概念分野
家計の所得、金融資産所得と資産
就業、報酬、長期失業仕事と報酬
労働時間、余暇時間ワーク・ライフ・バランス
1人あたり部屋数住居
水質、大気質環境の質
平均余命健康状態
学歴、技能教育と技能
社会的支援社会とのつながり
投票率市民参加とガバナンス
暴行死、犯罪被害生活の安全
生活評価主観的幸福
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②新潟市～ＮＰＨ（Net Personal Happiness）

　自治体においても「幸福度」の指標化が取組ま

れており、新潟市では、従来のＧＤＰ至上主義から

脱却した、個々人の生活視点に立った「幸福度」

を追求しようとする考え方で、市民の幸福度とい

う概念を提示し、政令指定都市間の比較等を行っ

ている。

③荒川区～ＧＡＨ（Gross Arakawa Happiness）

　東京都荒川区では、荒川区民総幸福度として、

客観的データと主観的データを組み合わせた政策

評価の目標値となる指標の作成を進めている。

④熊本県～ＡＫＨ（Aggregate Kumamoto Happiness）

　熊本県では、２０１０年から県民幸福量を測る調査

研究が進められ、４分類１２項目に関する県民アン

ケートにより主観的満足度や地域・世代等による

幸福感の違いを数値化している。当該アンケート

の継続的な実施により、「県民幸福量の最大化」に

向けた実態把握が進められている（図表４）。

（３）地域社会の持続可能性１１重要要素

　前述のＯＥＣＤによる生活者の「幸福度指標」を

参考に、当研究所では地域社会の持続可能性の１１

重要要素の検討を進めている（図表５）。

②ブータン～ＧＮＨ（Gross National Happiness）

　世界一幸せな国とも評されるブータン王国では、

１９７６年１２月、当時の国王が「ＧＮＰよりＧＮＨのほ

うが大事である」と表明し、国民総幸福量（ＧＮＨ）

を国家の理念としている。このＧＮＨは、図表 ２ 

の通り４つの柱と９つの重点領域に整理されてお

り、主観的なデータを中心に指標が構成されてい

るのが特徴である。

（２）日本の「幸福度」指標の取組

①政府

　日本国内でも個人の幸福感を客観的な数値で表

すための指標化の動きは進んでおり、２０１０年１２月

には内閣府に「幸福度に関する研究会」が設置さ

れ、翌２０１１年１２月に「幸福度指標試案」がまとめ

られた。

　内閣府の試案では、主体的幸福感を中心に、「経

済社会状況」、「心身の健康」、「関係性」を３本の

柱とし、「持続可能性」を全体共通の土台としてい

る（図表３）。 
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図表４　ＡＫＨ（県民幸福量）

図表２　ＧＮＨの４本柱と９つの重点領域

Ａ持続可能で公正な社会経済開発
Ｂ環境保護
Ｃ文化の推進
Ｄ良き政治

ＧＮＨの４本柱

ａ心理的な幸福　　ｆ環境の多様性と活力
ｂ国民の健康　　　ｇ時間の使い方とバランス
ｃ教育　　　　　　ｈ生活水準・所得
ｄ文化の多様性　　ｉ良き統治
ｅ地域の活力

ＧＮＨ指標の９つの重点領域

図表５　持続可能性の１１重要要素
評価基準（例）持続可能性の１１重要要素ＯＥＣＤ（幸福度）

Income

Jobs

Housing

Health

Work-Life Balance

Education

Community

Civic engagement

Environment

Safe

経済合理性、競争優位 １ ．所得と資産

自己実現 ２ ．仕事と報酬

住まいの確保 ３ ．住居

肉体・精神的自活　　 ４ ．健康状態

自己・家族・地域へのサポート体制 ５ ．ワーク・ライフ・バランス

教育の機会 ６ ．教育と技能

 I CT＋A（Acountability） ７ ．イノベーションと技能

地域の総合サポート体制　絆 ８ ．社会とのつながり

住民の地域社会への関与 ９ ．ガバナンス

豊かな自然環境１０．環境の質

安心・安全、ライフライン１１．生活の安全

図表３　内閣府「幸福度指標試案」
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�本稿では、地域社会の持続可能性１１重要要素の中から「所得と資産」「仕事と報酬」「住居」を抽出しそれぞれ

「１人あたり市町村民所得」、「就業率」、「持ち家比率」にて比較（図表 ６ ， ７ ， ８ ）。

�上記指標は市町村ベースで分析可能な指標の一部ではあるが、地域ごとの特性などが把握できる。地域にお

ける強みを伸ばし、弱みを改善していくことが、生活者にとっての「幸福度」を高めていくことになるのでは

ないだろうか。

�������	
���

図表８　持ち家比率の比較

図表７　就業率の比較
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図表６　１人あたり県民所得の比較
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2．地域社会の持続可能性１１重要要素での市町村比較
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生活の安全ガバナンス社会との
つながり住居仕事と報酬所得と資産重要要素

交通事故発生件数
（一万人当たり）

（件）

火災発生件数
（千世帯当たり）

（件）

投票率
（％）

老人クラブ
加入率
（％）

持ち家比率
（％）

完全失業率
（％）

就業率
（％）

一人当たり
市町村民所得
（千円）

指標

４１.９０.６５２.３７１２.３５１.７６.３２５４.１２,６５６熊 本 市

２２.６０.６５３.４３１５.０６９.９７.８１５３.６２,２７６八 代 市

１６.７０.８５９.６１２４.６６３.５６.６７５３.９２,１７９人 吉 市

４４.４０.７５４.５７６.２７２.２９.４３４８.３２,０３０荒 尾 市

２６.４０.５５９.４４１７.８７３.７７.８８４９.９２,０８１水 俣 市

３５.４０.９７３.６８２１.４７３.９６.８３５３.７２,２１１玉 名 市

３７.５１.２５８.２３２５.５７５.３６.６７５５.７２,０７３山 鹿 市

３９.１０.４５４.９０１９.５７４.９７.８４５７.２２,２４４菊 池 市

３２.９１.０５３.１７１２.６７２.９７.４６５４.６２,２２２宇 土 市

１８.６１.４５６.１２３５.７８４.１７.６１５０.７２,０３４上 天 草 市

３４.５１.０５４.３７３０.３７４.８６.２４５５.５２,１６１宇 城 市

３１.９１.６５７.８１４８.７７３.１５.３４５６.８２,２３９阿 蘇 市

１３.８１.１６２.１８３２.０７６.１６.９９５１.４１,９５３天 草 市

３３.００.６５６.４８１５.１７４.３６.４２５５.３２,５７０合 志 市

１６.９１.９５５.９４３３.１９０.４６.７８５１.５１,７８２美 里 町

３６.５１.１６３.８１３４.４８８.３７.００５９.０２,０８９玉 東 町

３７.６２.０５７.６４１３.６８３.４６.１８５３.７２,２１７南 関 町

１９.７０.５６１.４７３３.８８０.０８.３４５２.０２,４６３長 洲 町

３２.９１.１６４.８７２８.９９１.９５.５３５３.２２,１３９和 水 町

３９.１０.６５４.４４１０.６６０.５７.４５５８.９２,６７０大 津 町

５７.７０.５５３.９８９.８５３.０５.６３５７.７２,７８８菊 陽 町

２２.６０.０６２.８１２９.６７４.２４.０３６４.３２,１８２南 小 国 町

９.９２.１６５.８８４７.６６９.７５.１４６１.４１,８８２小 国 町

６.８７.６６８.０９４９.０８１.８４.２０６１.８２,１８３産 山 村

９.７２.０５６.９４１６.０７８.５４.９５５６.４１,９４３高 森 町

２５.６０.４６０.５５４２.５８４.７４.２２６３.９２,５５５西 原 村

１８.１２.１６０.２６６１.９７２.７５.３０５２.５２,０６１南 阿 蘇 村

２４.３０.９５７.４０４７.９７７.５７.７５５６.２１,９８９御 船 町

９２.６０.６５６.８７３５.０７０.４７.９３５７.９２,９３０嘉 島 町

２６.５１.０５４.０９１５.８７４.４８.４５５５.６２,４２６益 城 町

１９.００.５５４.６９３０.４８６.７５.５０５５.６１,９７８甲 佐 町

１１.５１.４８０.２４５２.０８５.０３.８７５９.３１,７５１山 都 町

３０.３０.８５６.４８１２.８８６.４６.０２５６.０２,１０９氷 川 町

１２.７１.１６５.３９２３.５８２.９６.９６５０.０１,９６１芦 北 町

２６.３１.１６７.１２３８.１８６.０６.８８５２.１１,７８８津 奈 木 町

２２.６１.９６１.５７２７.２７７.８６.１７６１.１２,１９９錦 町

７.３１.４６０.０５３１.８８２.１５.８３５７.４２,３１５多 良 木 町

７.７０.０６５.２７７０.７８２.５５.２４５６.６１,８０３湯 前 町

４.５７.３７７.６１４８.１８１.１３.４８５４.５１,７１９水 上 村

９.１０.７６８.１５７１.９９２.７５.２８５７.８１,８１３相 良 村

９.６２.２７４.８１３９.０８７.４４.４１５１.２２,８３７五 木 村

２.９４.４７０.８１３６.１８０.９４.８１６１.０２,５４１山 江 村

１６.７０.７６９.９５４６.２９３.２７.６６５１.２１,６８５球 磨 村

１３.１１.１６６.７２４４.９８１.３５.７８５８.４２,０９４あさぎり町

１１.９１.４６２.０１４１.９８４.８５.１９５２.１２,１５４苓 北 町

交通事故
統計

熊本県
消防保安課
資料

新聞記事
より

熊本県
高齢者関係
資料集

国勢調査国勢調査国勢調査市町村民
経済計算

資料出所
熊本県
警察本部

熊本県
消防保安課－熊本県

高齢者支援課
総務省
統計局

総務省
統計局

総務省
統計局

熊本県
統計協会

平成２８年平成２７年平成２７年平成２７年３月３１日平成２７年１０月１日平成２２年１０月１日平成２７年１０月１日平成２６年度調査期日

毎年毎年都度毎年５年５年５年毎年調査周期

図表９　１１重要要素に関係する経済指標・社会指標例
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Ａグラフ左下は県内平均と比べると生産年齢人口

の割合が大きく都市化が進む地域。

Ｂグラフの左上は県内の平均と比べると老年人口

指数が高く、年少人口指数が低いことから、少

子高齢化が懸念される。

Ｃグラフの右上は県内平均と比べると生産年齢人

口が少ない。若い間は都市部へ流出しているこ

となどが窺える。

Ｄグラフの右下は県内平均と比べると年少人口が

多く、老年人口の割合が少ない、若年化が進む

地域。

（１）年齢構造指数を使った分析例

　ここでは、年齢別の人口構成から、少子高齢化

の傾向などを検証する。人口の年齢別集計で使わ

れる０～１４歳の「年少人口」、１５～６４歳の「生産年

齢人口」、６５歳以上の「老年人口」の３区分より

「年齢構造指数」を算出し、人口が異なる地域間、

年代間の比較を行う。この「年齢構造指数」の代

表的なものに「年少人口指数」「老年人口指数」が

ある。

　

　この年少人口指数と老年人口指数の相関関係を

見たのが図表１０である。 

3．人口指標から見える各市町村の姿

�県内市町村の年齢構造をみると、年少人口指数が高いほど老年人口指数は低く、年少人口指数が低いほど老年

人口指数は高いことがわかる。

�特に、年少人口指数が低く、老年人口指数が高い自治体は、県内の中でも少子高齢化の進行が懸念される。

年少人口指数＝年少人口／生産年齢人口×１００

老年人口指数＝老年人口／生産年齢人口×１００

図表10　年少人口指数と老年人口指数（県内市町村比較）

����������	�

※グラフの交点は熊本県の値
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ス」「教育」「社会とのつながり」「環境の質」など

市町村ベースでの比較が難しい要素もある。

　現在、先行して取り組まれている国、自治体の

他にも国民（県民）の「豊かさ」「幸福度」への取

組は進んでいくものと思われる。

　「人口減少」が進みつつある状況下で、生活者

が「幸福感」を感じることのできる地域社会の持

続可能性について、関心高く調査研究を進めてい

きたい。

　国民（県民）が感じる「豊かさ」「幸福感」は、

居住する市町村単位の経済的な指標や個人の所得

の大きさに限るものではない。

　地域社会の持続可能性１１重要要素にもあるよう

に、「所得と資産」「仕事と報酬」「住居」「ガバナ

ンス」「生活の安全」など幸福度を測る要素は多岐

にわたり、共通の経済指標・社会指標を使って市

町村別の比較をすることで、地域特性の違いを知

ることができる。

　一方で、「健康状態」、「ワーク・ライフ・バラン

（２）女性の就業率と合計特殊出生率との関係

おわりに

�県内市町村ごとの女性の就業率と合計特殊出生率との関係性を比較すると、県内平均値に比べ合計特殊出生

率が高く、女性の就業率も高い自治体（グラフ右上のＣ）は、仕事に就くことと子供を産み育てることの両

立度合いが高いと言えるのではないだろうか（図表１１）。

図表11　合計特殊出生率と女性の就業率
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